
平成15年3月期     個別財務諸表の概要
平成１５年　５月１６日　

上場会社名      上場取引所（所属部）大証（市場第２部）

コード番号      ３４２０ 本店所在都道府県　大阪府

（URL　http://www.kfc-net.co.jp/）

問合せ先        責任者役職名      取締役管理統括部長

        　      氏 　　  名       山口　宏           ＴＥＬ （０６）６３６３－４１８８

決算取締役会開催日     平成１５年５月１６日                中間配当制度の有無　　　　　　　有

定時株主総会開催日     平成１５年６月２０日                単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000株）

１．15年3月期の業績（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

(1)経営成績 （百万円未満切捨て表示）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期 26,596 (4.6) 756 (23.1) 708 (31.4)

14年 3月期 25,415 (△ 0.6) 614 (53.1) 538 (59.4)

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15年 3月期 156 (184.5) 20 78 3.0 2.9 2.7

14年 3月期 54 (△ 45.4) 7 85 1.1 2.2 2.1

（注）１．期中平均株式数 15年3月期 株 14年3月期 株

      ２．会計処理の方法の変更    　　　無

      ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

　　　　　

(2)　配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

15年 3月期 11 00 0 00 11 00 74 52.9 1.5

14年 3月期 11 00 0 00 11 00 76 139.0 1.6

(3)　財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期 24,439 4,913 20.1 720 32

14年 3月期 24,420 4,873 20.0 702 68

（注）１．期末発行済株式数 15年 3月期 株 14年 3月期 株

　　　２．期末自己株式数 15年 3月期 株 14年 3月期 株

２．16年3月期の業績予想（平成15年4月1日～平成16年3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 10,000 △ 155 △ 117 0 00

通 期 25,200 580 300 11 00 11 00

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  　44円　11銭

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株 当 た り
株 主 資 本

売 上 高 営 業 利 益

配 当 性 向 株 主 資 本
配 当 率

経 常 利 益

1 株 当 た り 年 間 配 当 金

中 間 期 末
配 当 金 総 額
（ 年 間 ）

総 資 本
経 常 利 益 率

売 上 高
経 常 利 益 率

6,842,009 6,992,658

当 期 純 利 益 1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

6,801,200

576,850

6,935,000

443,050

　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在
における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想
の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、連結決算短信添付資料の7ページを参照してくだ
さい。

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
1 株 当 た り 年 間 配 当 金

中 間 期 末
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６．個別財務諸表等 

(1) 貸借対照表 

 

注記番号 構成比
（％）

構成比
（％）

増減
（△は減）
（千円）

(資産の部）
　Ⅰ流動資産
 1. 現金及び預金 2,511,808 2,733,020
 2. 受取手形 ※6 5,101,281 4,987,534
 3. 売掛金 ※2 2,966,758 2,378,885
 4. 完成工事未収入金 1,809,527 2,577,111
 5. 有価証券 300,000 －
 6. 商品 931,929 955,674
 7. 未成工事支出金 650,908 614,478
 8. 前払費用 82,840 87,468
 9. 繰延税金資産 112,831 102,055
 10. 関係会社短期貸付金 195,892 240,393
 11. 未収入金 230,762 181,765
 12. その他 ※2 34,682 41,858
 13. 貸倒引当金 △ 220,579 △ 264,969

流動資産合計 14,708,643 60.2 14,635,276 59.9 △ 73,366

　Ⅱ固定資産
 1. 有形固定資産
 (1) 建物 ※1 2,665,185 2,661,215

減価償却累計額 584,626 2,080,559 656,505 2,004,710
 (2) 構築物 170,000 170,000

減価償却累計額 65,070 104,929 76,532 93,467
 (3) 機械装置 1,201,196 1,246,776

減価償却累計額 772,409 428,786 848,720 398,055
 (4) 車輌運搬具 5,385 5,385

減価償却累計額 5,116 269 5,116 269
 (5) 工具器具備品 206,091 209,853

減価償却累計額 137,777 68,314 159,390 50,463
 (6) 土地 ※1 4,088,258 4,088,258

有形固定資産合計 6,771,117 27.7 6,635,225 27.1 △ 135,892

 2. 無形固定資産
 (1) 特許権 111,277 141,543
 (2) ソフトウェア 188,220 121,179
 (3) その他 25,030 23,800

無形固定資産合計 324,528 1.3 286,524 1.2 △ 38,004

 3. 投資その他の資産
 (1) 投資有価証券 646,867 768,790
 (2) 関係会社株式 973,864 973,864
 (3) 長期貸付金 33,050 1,182
 (4) 破産債権・更生債権

その他これらに準ずる債権 410,410 84,064
 (5) 長期前払費用 76,271 84,902
 (6) 繰延税金資産 412,388 390,273
 (7) 差入保証金 236,293 235,719
 (8) その他 282,950 474,450
 (9) 貸倒引当金 △ 457,477 △ 131,791

投資その他の資産合計 2,614,618 10.7 2,881,455 11.8 266,836
固定資産合計 9,710,264 39.8 9,803,205 40.1 92,940

　Ⅲ繰延資産
 1. 社債発行差金 1,708 1,208

繰延資産合計 1,708 0.0 1,208 0.0 △ 500

資産合計 24,420,616 100.0 24,439,689 100.0 19,073

対前年比

区分 金額（千円） 金額（千円）

第38期
（平成14年3月31日）

第39期
（平成15年3月31日）
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注記番号 構成比
（％）

構成比
（％）

増減
（△は減）
（千円）

（負債の部）
　Ⅰ流動負債
 1. 支払手形 ※2,6 5,443,106 6,050,378
 2. 買掛金 ※2 1,235,770 965,283
 3. 工事未払金 ※2 1,131,702 954,861
 4. 短期借入金 ※1 1,850,000 2,900,000

 5. 1年以内に返済予定の長期借入金 ※1 2,020,000 1,886,000

 6. 1年以内に償還予定の社債 ※1 200,000 200,000
 7. 未払金 ※2 303,616 323,648
 8. 未払費用 126,833 110,517
 9. 未払法人税等 271,313 209,713
 10. 未払消費税等 － 50,083
 11. 未成工事受入金 325,676 386,858
 12. 前受金 33,896 24,298
 13. その他 43,789 20,997

流動負債合計 12,985,705 53.2 14,082,641 57.6 1,096,936

　Ⅱ固定負債
 1. 社債 ※1 1,250,000 1,050,000
 2. 長期借入金 ※1 4,640,000 3,921,000
 3. 長期未払金 207,025 －
 4. 退職給付引当金 172,924 216,592
 5. 役員退職慰労引当金 291,866 256,416

固定負債合計 6,561,816 26.9 5,444,009 22.3 △ 1,117,806
負債合計 19,547,521 80.0 19,526,651 79.9 △ 20,870

（資本の部）
　Ⅰ資本金 ※3 565,295 2.3 － － △ 565,295
　Ⅱ資本準備金 376,857 1.5 － － △ 376,857
　Ⅲ利益準備金 141,323 0.6 － － △ 141,323
　Ⅳその他の剰余金
 1. 任意積立金

別途積立金 4,173,000 4,173,000 － －
 2. 当期未処分利益 217,114 －

その他の剰余金合計 4,390,114 18.0 － － △ 4,390,114
　Ⅴその他有価証券評価差額金 △ 145,346 △ 0.6 － － 145,346
　Ⅵ自己株式 △ 455,150 △ 1.9 － － 455,150

資本合計 4,873,094 20.0 － － △ 4,873,094

　Ⅰ資本金 ※3 － － 565,295 2.3 565,295
　Ⅱ資本剰余金
 1. 資本準備金 － 376,857

資本剰余金合計 － － 376,857 1.5 376,857
　Ⅲ利益剰余金
 1. 利益準備金 － 141,323
 2. 別途積立金 － 4,173,000
 3. 当期未処分利益 － 297,031

利益剰余金合計 － － 4,611,355 18.9 4,611,355
　Ⅳその他有価証券評価差額金 － － △ 52,539 △ 0.2 △ 52,539
　Ⅴ自己株式 ※4 － － △ 587,930 △ 2.4 △ 587,930

資本合計 － － 4,913,038 20.1 4,913,038
負債及び資本合計 24,420,616 100.0 24,439,689 100.0 19,073

対前年比

区分 金額（千円） 金額（千円）

第38期
（平成14年3月31日）

第39期
（平成15年3月31日）
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(2) 損益計算書 

 

注記
番号

百分比
（％）

百分比
（％）

増減
（△は減）
（千円）

Ⅰ　売上高
1. 商品売上高 ※5 15,163,210 14,947,051
2. 完成工事高 10,252,262 25,415,473 100.0 11,649,704 26,596,755 100.0 1,181,281

Ⅱ　売上原価
1. 商品売上原価 ※5 11,056,946 11,112,904
2. 完成工事原価 ※5 8,380,397 19,437,344 76.5 9,558,506 20,671,411 77.7 1,234,066

   売上総利益
商品売上総利益 4,106,263 3,834,146
完成工事総利益 1,871,865 5,978,129 23.5 2,091,197 5,925,344 22.3 △ 52,784

Ⅲ　販売費及び一般管理費
1. 荷造発送費　 956,493 835,025
2. 広告宣伝費 ※5 35,536 35,425
3. 販売手数料 73,385 76,330
4. 貸倒引当金繰入額 146,464 65,854
5. 役員報酬 217,590 184,050
6. 給料手当 1,794,993 1,851,424
7. 退職給付費用 168,055 185,325
8. 役員退職慰労引当金繰入額 43,400 35,400
9. 福利厚生費 429,407 430,279
10. 接待交際費 49,838 44,645
11. 旅費交通費 206,559 193,799
12. 賃借料 ※5 350,811 348,298
13. 減価償却費 296,447 272,718
14. 租税公課 66,314 69,991
15. その他 ※1,5 528,197 5,363,494 21.1 540,359 5,168,928 19.4 △ 194,566
営業利益 614,634 2.4 756,416 2.9 141,781

Ⅳ　営業外収益
1. 受取利息 ※5 10,192 12,573
2. 受取配当金 8,967 8,416
3. 仕入割引 15,603 3,348
4. 受取家賃 ※5 19,628 19,593
5. 破産債権配当金 1,904 1,624
6. その他 ※5 14,500 70,797 0.3 43,165 88,721 0.3 17,924

Ⅴ　営業外費用
1. 支払利息 109,847 99,139
2. 社債利息 30,975 27,075
3. その他 5,648 146,471 0.6 10,742 136,957 0.5 △ 9,513
経常利益 538,961 2.1 708,180 2.7 169,219

Ⅵ　特別利益
1. 固定資産売却益 ※2 28 831
2. 匿名組合事業利益 13,856 13,885 0.1 211,613 212,445 0.8 198,559

Ⅶ　特別損失
1. 固定資産除却損 ※4 307 4,226
2. 固定資産売却損 ※3 888 2,953
3. 投資有価証券評価損 － 265,859
4. 役員退職慰労金 － 6,060
5. ゴルフ会員権評価損 － 8,500
6. リース解約損 － 31,530
7. 貸倒引当金繰入額 398,824 59,255
8. 貸倒損失 9,710 409,730 1.6 206,234 584,619 2.2 174,888
税引前当期純利益 143,116 0.6 336,006 1.3 192,889
法人税、住民税及び事業税 278,950 1.1 216,252 0.8 △ 62,697
法人税等調整額 △ 190,734 △ 0.8 △ 36,448 △ 0.1 154,285
当期純利益 54,900 0.2 156,202 0.6 101,301
前期繰越利益 192,693 140,829 △ 51,863
利益による自己株式消却額 30,479 － △ 30,479
当期未処分利益 217,114 297,031 79,917

対前年比

区分 金額（千円）

第39期
（自　平成14年4月1日
至　平成15年3月31日）

金額（千円）

第38期
（自　平成13年4月1日
至　平成14年3月31日）
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(3) 利益処分案 

区分 注記番号 増減（千円）

Ⅰ．当期未処分利益 217,114 297,031 79,917

Ⅱ．利益処分額

　　　配当金 76,285 74,813

      役員賞与 － 14,000

    （内　監査役賞与分） 76,285 (1,800) 88,813 12,528

Ⅲ．次期繰越利益 140,829 208,218 67,388

　

対前年比第38期
平成14年3月期

第39期
平成15年3月期

金額（千円） 金額（千円）
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重要な会計方針 

項目 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

(1) 満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法） 

(1) 満期保有目的の債券 
同左 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 
同左 

(3) その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平
均法により算定） 

(3) その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

1.有価証券の評価基準及
び評価方法 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

(1) 商品 
移動平均法による原価法 

(1) 商品 
同左 

2.たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

(2) 未成工事支出金 
個別法による原価法 

(2) 未成工事支出金 
同左 

3.固定資産の減価償却の
方法 

  

 (1) 有形固定資産 
建物（附属設備を除く）は定額法、
その他の有形固定資産について
は定率法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 
建物及び構築物 3年～50年 
機械装置及び車輌運搬具 2年～
13年 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。な
お、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における見込利
用可能期間（5年）に基づく定額
法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

 (3) 長期前払費用 
定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 
同左 

4.繰延資産の処理方法 社債発行差金 
社債の償還期間にわたり毎期均
等償却しております。 

社債発行差金 
同左 

5.外貨建の資産及び負債
の本邦通貨への換算
基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。 

同左 

6.引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 
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項目 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

 (2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基
づき、当事業年度末において発生
していると認められる額を計上
しております。 
なお、会計基準変更時差異
（573,860千円）については、15
年による按分額を費用処理して
おります。数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（15年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。 

(2) 退職給付引当金 
同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 
同左 

 

7.収益及び費用の計上基
準 

完成工事高の計上基準は、工事完成
基準によっておりますが、長期大型工
事（工期１年以上かつ請負額１億円以
上）については、工事進行基準によっ
ております。 
なお、当期の工事進行基準によった
完成工事高は247,300千円、完成工事
原価は181,643千円であります。 

完成工事高の計上基準は、工事完成
基準によっておりますが、長期大型工
事（工期１年以上かつ請負額１億円以
上）については、工事進行基準によっ
ております。 
なお、当期の工事進行基準によった
完成工事高は395,216千円、完成工事
原価は363,529千円であります。 

8.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

同左 

9.ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
主として繰延ヘッジ処理を採用
しております。なお、為替予約取
引については、振当処理の要件を
満たしている場合は振当処理を
採用しており、金利スワップ取引
については、特例処理の要件を満
たしている場合は、特例処理を採
用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
為替予約・金利スワップ取引 

ヘッジ対象 
外貨建金銭債務・変動金利の借
入金・ユーロ円社債 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 

同左 
ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 
為替変動・金利変動のリスクを回
避し、安定した収益を確保するた
めにヘッジ処理を行っており、投
機的目的とする取引は行ってお
りません。なお、取引については
各決裁権限者を定めた社内規程
に基づき決裁をしており、リスク
管理についてはすべて経理部門
で行っております。 

(3) ヘッジ方針 
同左 
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項目 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時
点までの期間において、ヘッジ対
象とヘッジ手段の相場変動の累
計を比較し、両者の変動額等を基
礎にして判断しております。又、
金利スワップ取引については、特
例処理の要件を満たしているも
のに限定することで有効性の評
価としております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 同左 

(2) ―――――― (2) 自己株式及び法定準備金の取崩等
に関する会計基準 
「自己株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準」（企業会
計基準第1号）が平成14年4月1日
以後に適用されることになった
ことにともない、当事業年度から
同会計基準によっております。こ
れによる当事業年度の損益に与
える影響は軽微であります。 
なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照
表の資本の部については、改正後
の財務諸表等規則により作成し
ております。 

(3) ―――――― (3) 1株当たり情報 
「1株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第2号）
及び「1株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第4号）が平成
14年4月1日以後開始する事業年
度に係る財務諸表から適用され
ることになったことにともない、
当事業年度から同会計基準及び
適用指針によっております。なお、
これによる影響については、「1
株当たり情報に関する注記」に記
載しております。 

10.その他財務諸表作成
のための重要な事項 

(4) レバレッジド・リース（匿名組合
方式）の会計処理 
当社は、平成5年2月に航空機の
購入及びレバレッジド・リースを
目的とした匿名組合への参加契
約（契約期間12年）を締結して
おります。参加時点の当社の匿名
組合への出資金100,000千円は、
貸借対照表上、投資その他の資産
の「その他」として計上し、又、
匿名組合の決算書に基づき、当社
が負担すべき損失の額は、出資金
の額から控除し、出資金を超える
額は、「長期未払金」（207,025
千円）に計上しております。 
なお、当期利益額は、損益計算書
上、「特別利益」の「匿名組合事
業利益」（13,856千円）に計上し
ております。 

(4) レバレッジド・リース（匿名組合
方式）の会計処理 
当社は、平成5年2月に航空機の
購入及びレバレッジド・リースを
目的とした匿名組合への参加契
約（契約期間12年）を締結して
おりましたが、当事業年度におい
て参加契約が終了致しました。 
なお、当期利益額は、損益計算書
上、「特別利益」の「匿名組合事
業利益」（211,613千円）に計上
しております。 

 

8



追加情報 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

（自己株式） 
前事業年度において資産の部に計上していた「自己
株式」（流動資産564千円、固定資産391,618千円）
は、財務諸表等規則の改正により当事業年度末にお
いては資本の部の末尾に表示しております。 

―――――― 
 

 
注  記  事  項 
（貸借対照表関係） 

第38期 
（平成14年3月31日） 

第39期 
（平成15年3月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債
務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する
債務は次のとおりであります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 
 建物 1,906,740 千円   建物 1,834,750 千円  
 土地 4,020,468    土地 4,020,468   
 計 5,927,209    計 5,855,219   

 (2)上記に対応する債務  (2)上記に対応する債務 
 短期借入金 850,000 千円   短期借入金 1,000,000 千円  
 1年以内に返済予定の長期

借入金 1,480,000    1年以内に返済予定の長期
借入金 1,220,000   

 1年以内に償還予定の
社債 200,000    1年以内に償還予定の社

債 200,000   
 社債 1,250,000    社債 1,050,000   
 長期借入金 2,820,000    長期借入金 2,300,000   
 計 6,600,000    計 5,770,000   
※２．関係会社に対する主な資産負債 

区分掲記した以外で各科目に含まれている
ものは次のとおりであります。 

※２．関係会社に対する主な資産負債 
区分掲記した以外で各科目に含まれてい

るものは次のとおりであります。 

 売掛金 109,637 千円   売掛金 46,496 千円  
 流動資産その他 2,501    流動資産その他 4,117   
 支払手形 349,084    支払手形 218,650   
 買掛金 115,563    買掛金 73,997   
 工事未払金 24,050    工事未払金 8,393   
 未払金 332    未払金 255   
          
          
※３．授権株式数及び発行済株式総数  ※３．授権株式数及び発行済株式総数   
 授権株式数 18,970,000 株   授権株式数 普通株式 18,970,000 株  
 発行済株式総数 7,378,050 株   発行済株式総数 普通株式 7,378,050 株  
※４．―――――― ※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 
576,850株であります。 

５．保証債務 ５．保証債務 
次のとおり債務保証を行っております。 次のとおり債務保証を行っております。 
(1)関係会社の仕入債務に対する保証 (1)関係会社の仕入債務に対する保証 

 株式会社アール・シー・
アイ 456,193 千円   株式会社アール・シー・ア

イ 366,088 千円  

 カーボフォル・ジャパン
株式会社 4,803    カーボフォル・ジャパン株

式会社 10,131   
          
※６．期末日満期手形の処理 ※６．―――――― 

期末日満期手形の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理しております。なお、
当期末日が金融機関の休日であったため、次の
期末日満期手形が期末残高に含まれておりま
す。 

 

 受取手形 424,815 千円       
 支払手形 75,079        
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自己株式消却 

 第38期 
（平成14年3月31日） 

第39期 
（平成15年3月31日） 

消却株式数 30,000株 －株 
株式の取得価額の総額 30,000千円 －千円 
 
（損益計算書関係） 

第38期 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 
一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

  45,616 千円    24,422 千円  
※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 
※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであり

ます。 
 機械装置 28 千円   機械装置 831 千円  
※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 
※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであり

ます。 
 機械装置 583 千円   機械装置 2,953 千円  
 備品 304        
 計 888        
※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 
※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであり

ます。 
 建物 66 千円   建物 453 千円  
 機械装置 241    機械装置 3,594   
 計 307    工具器具備品 178   
      計 4,226   
※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり含

まれております。 
※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。 
(1)営業取引 (1)営業取引 

 商品売上高 162,790 千円   商品売上高 363,080 千円  
 商品売上原価 777,852    商品売上原価 827,078   
 完成工事原価 273,524    完成工事原価 127,046   
 販売費及び一般管理費     販売費及び一般管理費    
 広告宣伝費 121    賃借料 2,892   
 賃借料 4,062    その他（保険料） 3,138   
 その他（保険料） 3,883    （消耗品費） 301   
 （修繕費） 698        
          

(2)営業外取引 (2)営業外取引 
 受取利息 2,827 千円   受取利息 6,068 千円  
 受取家賃 3,971    受取家賃 3,936   
 その他（雑収入） 1,528    その他（雑収入） 1,732   
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①リース取引 
 

項目 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

   取得価額相当
額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

   取得価額
相当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

 

   千円 千円 千円    千円 千円 千円  
  機械装

置 896,578 316,761 579,817   機械装置 594,191 164,475 429,716  

  工具器
具備品 155,086 105,321 49,765   工具器具備品 149,361 119,141 30,220  

  合計 1,051,665 422,082 629,582   合計 743,553 283,617 459,936  
（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定
しております。 

同左 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  １年内 168,951 千円   １年内 136,908 千円  
  １年超 460,631 千円   １年超 323,027 千円  
  合計 629,582 千円   合計 459,936 千円  

(注)未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。 

同左 

 

３．当期の支払リース料及び減価償却
費相当額 

３．当期の支払リース料及び減価償却
費相当額 

  支払リース料 131,933 千円   支払リース料 175,891 千円  
  減価償却費相当額 131,933 千円   減価償却費相当額 175,891 千円  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によって
おります。 

同左 

 
②有価証券 
第38期（平成14年3月31日現在）及び第39期（平成15年3月31日現在） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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③税効果会計 
第38期（平成14年3月31日現在） 第39期（平成15年3月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳 

 繰延税金資産     繰延税金資産    
   役員退職慰労引当金 122,584 千円    役員退職慰労引当金 104,105 千円 
   ゴルフ会員権 27,495      ゴルフ会員権 50,594   
   退職給付引当金損金算入

限度超過額 70,315      退職給付引当金損金算入限
度超過額 86,370   

   未払事業税 24,446      未払事業税 19,093   
   未払賞与 19,340      未払賞与 27,705   
   その他有価証券評価差額

金 105,250      その他有価証券評価差額金 35,910   
   貸倒引当金損金算入限度

超過額 150,881      投資有価証券評価損 106,477   
   その他 4,905      貸倒引当金損金算入限度超

過額 57,315   

  繰延税金資産合計 525,219      その他 4,755   
   繰延税金資産合計 492,328   
 
繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の
項目に含まれております。  

  流動資産－繰延税金資産 112,831 千円  
繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の
項目に含まれております。 

  固定資産－繰延税金資産 412,388     流動資産－繰延税金資産 102,055 千円 
        固定資産－繰延税金資産 390,273   
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳 

 法定実効税率 42.0 ％   法定実効税率 42.0 ％  
   （調整）       （調整）    
   永久に損金に算入されない

項目 15.0      永久に損金に算入されない
項目 6.1   

   永久に益金に算入されない
項目 △1.7      永久に益金に算入されない

項目 △0.1   

   住民税均等割等 4.2      住民税均等割等 1.7   
   その他 2.1      税率変更による期末繰延税

金資産の減額修正 1.3   

  税効果会計適用後の法人税等の負
担率 61.6      その他 2.5   

        税効果会計適用後の法人税等の負担
率 53.5   

３．―――――――― ３．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用
した法定実効税率は、地方税法の改正（平成
16年4月1日以降開始事業年度より法人事業税
に外形標準課税導入）にともない、当事業年
度における一時差異等のうち、平成16年3月末
までに解消が予定されるものは改正前の税
率、平成16年4月以降に解消が予定されるもの
は改正後の税率となっております。この税率
変更により、当事業年度末の繰延税金資産の
金額（繰延税金負債を控除した金額）が13,457
千円減少し、当事業年度費用計上された法人
税等調整額が12,219千円増加しております。 
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（１株当たり情報） 

項目 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

１株当たり純資産額 702円 68銭 720円 32銭 
１株当たり当期純利益 7円 85銭 20円 78銭 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益金額については、新株引受権
付社債及び転換社債を発行していな
いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益金額につきましては、希薄化
効果を有している潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

 なお、1株当たり情報の計算について
は、当期より発行済株式総数から自己
株式数を控除して算出しております。 

当事業年度から「1株当たり当期純
利益に関する会計基準」（企業会計基
準第2号）及び「1株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第4号）を適用して
おります。 
なお、同会計基準及び適用指針を前

事業年度に適用した場合の1株当たり
情報に与える影響は軽微であります。 

（注）1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第38期 

（自 平成13年4月1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月1日 
至 平成15年3月31日） 

 当期純利益（千円） ――――――   156,202  

 普通株主に帰属しない金額
（千円） ――――――   14,000  

 （うち利益処分による役員賞与金） ――――――   （14,000） 

 普通株式に係る当期純利益
（千円） ――――――   142,202  

 期中平均株式数（株） ――――――   6,842,009  
―――――― 平成12年6月22日開催の第36回

定時株主総会決議に基づくスト
ックオプション 
（自己株式取得方式） 

 
 
 

 

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり純
利益の算定に含めなかった潜
在株式の概要 

 普通株式 372,000 株 

１株当たり指標遡及数値 

 平成10年12月期 平成11年12月期 
平成12
年3月期 

平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 

 中間 期末 中間 期末 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
１株当たり
当期純利益 

36 57 5 82 11 54 16 12 △2 50 △26 89 13 56 △26 40 7 85 △32 45 20 78 

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

－ － － － － － － － － － － 

１株当たり
株主資本 

761 83 731 08 726 62 754 94 736 44 705 66 740 15 699 02 702 68 661 18 720 32 

（重要な後発事象） 
第38期 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

第39期 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日） 

当社の取引先であります興進建設株式会社（東京
都足立区）が、平成14年4月23日付けで東京地方裁
判所に民事再生法を申請しました。当社の債権255
百万円につきましては、公正証書に基づく保全を確
保しており、第三債務者からの回収を見込んでおり
ます。 

――――――― 
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７．役員の異動 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

(2) その他の役員の異動（平成15年6月20日付予定） 

①退任予定取締役 
現 取締役 営業統括部 

コンスマー部長 中 地 正 男
な か ち ま さ お

 
（執行役員 営業統括部コンスマー
部長に就任予定） 

 

②昇格予定取締役 
専務取締役 
営業統括部長 石 田

い し だ

伸 行
のぶ ゆ き

 
（現 常務取締役 営業統括部 

トンネル掘削資材部門担当） 

常務取締役 技術部長 古 跡
こ せ き

一 智
かず と も

 （現 取締役 技術部長） 

常務取締役  営業統括部 
東京支店長 兼 建設工事部門担当  村

む ら

上 俊 介
かみしゅんすけ

 
（現 取締役 営業統括部 
東京支店長 兼 建設工事部門担当 ） 

常務取締役 管理統括部長 山 口
や ま ぐ ち

 宏
ひろし
（現 取締役 管理統括部長） 

常務取締役 営業統括部 
建設資材部門担当 立 野

た て の

 誠
まこと （現 取締役 営業統括部 

建設資材部門担当） 

常務取締役 営業統括部 
名古屋支店長 森 田

も り た

正 博
まさ ひ ろ

 
（現 取締役 営業統括部 

名古屋支店長） 
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